
                                   
                                                                                                                                   

                                  

 

 

                                                 

 

 

                                                                                                                                                                                                                                                              

 

 

                               

 

 

                                      

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

   

 

 

 

 

   

  

 

 

 
 

 

 

 

 

                    

                                    

 

 
  

 

 

 

日本共産党平塚市議会議員団                            

 

団 長  渡 辺 敏 光                                     

電話・fax   31-6431        

w-toshi@agate.plala.or.jp                 
松 本 敏 子                                               

電話・fax  59-4607                            
mail@matsumoto-toshiko.jp 日本共産党平塚市議会議員団 

電話 0463－23－1111（内線 2375） 

平塚市浅間町９－１ 平塚市議会控室 

No.１１０１  ２０１０年１２月５日発行  

日本共産党議員団の法律相談 

次回は１２月１１日（土）です。 

午後１時から  （要予約）                        

 

１２月議会 ７日から 

総括質問が始まります 

１ 平成２ ３ 年度予算編成方針について 

（ １ ） 財政健全化への取り組み 

ア 指定管理者制度について 

イ 新分野への業務委託の拡大、指定管理者制度や 

Ｐ Ｆ Ｉ などの民間活力の導入について 

ウ 公の役割 

エ 未利用土地建物の活用について 

（ ２ ） 予算編成にあたっての留意事項より 

ア 徹底したコスト削減による市民への影響 

イ 雇用保険法の改正に伴う市の嘱託・臨時等の職員の待遇 

２ 地域経済の活性化 

（ １ ） 住宅リフォーム助成制度 

 

一人暮らし高齢者 

配食サービス事業 
 

  対象者 配食数 費用（円） 

Ｈ１５年度 450 70,669 45,889,750 

Ｈ１６年度 340 59,363 34,414,610 

Ｈ１７年度 274 47,648 26,206,400 

Ｈ１８年度 254 40,483 18,217,350 

Ｈ１９年度 277 35,171 15,826,950 

Ｈ２０年度 228 32,057 14,425,650 

Ｈ２１年度 209 27,834 12,525,300 

配食サービスの利用件数が急激に減少し、H２１

年度は H１５年度の半分以下となってしまっていま

す。 単身、または高齢者だけの世帯が多くなって

きており、栄養面でバランスの取れた食事と見守り

という観点からも、この配食サービスの意義は大き

いと思います。それなのに、減少しているのは何が

原因なのでしょうか。 

このサービスの利用が減 

少する中、「見守り」という 

部分は、この事業以外でも 

充実してきたのでしょうか。 

 

２００９年（Ｈ２１年）度の結果について 
市の現状や考えを聞きました 

１２月１０日（金）午前１０：００ 

松本とし子議員が質問します。 

 

《高齢福祉課》 
＊ 減少している原因の一つに民間の食

事宅配サービスが充実してきたことが

考えられます。また、申請書が複雑で

申請しづらいという意見があり、今年

度から簡素化し、高齢者よろず相談セ

ンター等からも好意的な意見をいただ

き、利用しやすく改善されたものと評

価しています。栄養面、見守りという

観点から必要なサービスであり、必要

な方に利用しやすいサービスにしてい

きたいと考えています。 

＊ 今年４月から本市独自の取り組みとし

て一人暮らしの高齢者を対象に、「ひ

らつかあんしんカード」を民生委員児

童委員の協力を得て配布していま

す。これは緊急時の適切な対応や、

普段から安心して過ごしていただくこ

とを目的に実施しているが、一人暮ら

しの高齢者を訪ね、配布しながら声か

けや見守りにつながる効果も出てい

ると考えています。 

 

グループホーム・ケアホームの 

家賃補助が始まって 

昨年度から始まった障がい者のグル

ープホーム・ケアホームの家賃補助につ

いて、どういう結果だったでしょうか。 

体験入居の検討結果について伺いま

す。 

《障がい福祉課》 
＊ 昨年度は４３のグループホーム・ケア

ホームに入居している９４人に家賃補

助を支出しました。（総額１３８１万８２

００円） 

県の補助（施設や精神科医療機関で

の長期入院等からグループホームに 

移行した人は最初の１年は県からも月１．５万

円出ます）の対象者は６人。市の補助（月１．５

万円）だけの対象者は８８人。補助対象者は合

計９４人でした。生保など別の制度を適用してい

る人は対象外となります。 

＊ グループホームの体験利用とは、入所施設等

から地域生活に移行を予定している障がい者

が、グループホーム・ケアホームに一定期間

入所する体験事業で、この経験によって本人

の不安を軽減し、施設側も地域生活が可能か

の見極めを行うための事業です。これは延べ

３人が利用されました。しかし、入居者がいな

い空き部屋があって初めて活用できるため、

大規模な法人が設置しているグループホーム

でないと活用が難しい状況です。 
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地域作業所の 

法内移行の状況は？ 

地域作業所への支援内容は、どう変わって

きているのか。また地域作業所は法（自立支

援法）内に移行してどのような施設になった

のでしょうか。残っている作業所で、移行でき

ない事業者があった場合の市の考えを伺い

ます。 

《障がい福祉課》 

Ｈ２１年度は４か所の地域作業所が法内事

業に移行しています。 

２か所が地域活動支援センター、２か所が

就労継続支援Ｂ型に移行しています。 

Ｈ２２年度に入って３か所が移行しており、

現時点では全体として４か所が就労継続支

援Ｂ型事業所に、９か所が地域活動支援セン

ターに移行しています。 

現在１３の地域作業所が移行していません

が、Ｈ２４年４月までにはすべての地域作業

所が法内事業に移行を表明しています。 

すべての作業所がＨ２３年度までに 

地域活動支援センター 

等へ移行を検討している 

ことから、移行を計画し 

ている小規模作業所 

に対する何らかの支援 

が必要と考えています。 

 

＝いま、障がいの手帳を交付され

ていない児童に行う療育支援が喜

ばれている＝ 
手帳を交付されていない児童に行う療育支

援が保護者から喜ばれています。申請者と受

け入れのバランスは大丈夫ですか？指導者の

育成や範囲の拡大について検討されているの

でしょうか。 

《障がい福祉課》 
未就学の子供とその家族を対象に、子ども

の発達上の問題や障がいについて相談に応

じ、保護者とより良い方法を一緒に考えていま

す。個別相談や経過観察グループなどを通し

て、必要な子どもには手帳の申請の手伝いを

も行っています。 

発達上の問題の早期発見、早期に適切な

生活支援や機能訓練を実施するとともに、身

近な幼稚園や保育園に通いながら安心して地

域生活が送れるよう保険、医療、福祉、教育機

関などに対し、具体的な技術支援や情報交換

を行っています。嘱託医師をはじめとする専門

職員は、子どもや家族への助言以外に職員に

対しても指導を行い、これが関係機関への技

術支援につながっています。 

相談ニーズが増加傾向にある中、今後も十

分な相談や家族支援、関係機関に対する支援

を充実させ、乳幼児期から就学に向けて一貫

した支援の仕組みを充実させるよう行います。 

～共産党市議団が行っているアンケートへのご協力

ありがとうございます！～ 

 多くの方々から貴重なご意見が届いています。 

今回到着した第一弾について、開封作業が進め

られています。 

住所、お名前をご記入の方も多く、これから一つ一

つに対応させていただきます。皆さんと一緒に住み

よい社会づくりを進めていきたいと思っています。こ

れからでも間に合いますので、よろしくお願いいたし

ます。       

 

このままで大丈夫？ 

平塚市木造住宅の耐震化 

平塚市では、市民の生命 及び財産の保

護を図るため、木造住宅の耐震改修の補助

事業を行っています。 

 平成７年の阪神淡路大地震では、亡くなっ

た方の８割以上が倒壊した建物の下で圧死

や窒息死でした。とくに昭和５６年以前に建

てた木造住宅に大きな被害が出ました。 

いま、大規模地震の切迫性が指摘されて

おり、耐震診断や必要に応じた耐震補強工

事を行っておくことがとても大切です。 

平塚市は、Ｈ２７年度までに現在の耐震

化率８０％を９０％にすることを目標にしてい

ます。そのためには、耐震性のない住宅１

万３８５０戸のうち３５９０戸に様々な耐震化

を図っていかなくてはならないとしていま

す。市には耐震診断の補助や補強工事の

補助制度がありますが、平成１６年度から

平成２２年（今年）１０月までの改修工事の

実績は１０４件。 

Ｈ２１年度に耐震補強工事の補助を受け

た２２軒の家では、面積や補強状況の差は

あるにしろ多くが１２０万円～２５０万円の費

用はかかっています。ふつうの世帯では、

補助の最高額で６３万円です。２００万円の

工事では１３７万円自費となります。この耐

震補強工事の補助を受ける家庭の多くが高

齢者世帯であるといいます。 

年度 申請件数 
補助金  

交付件数 

16 3 3 

17 21 21 

18 19 16 

19 17 17 

20 16 16 

21 22 22 

22 12 9 

合計 110 104 

 

今年１０月までに耐震補強工事の

補助制度を受けた件数 

Ｈ２１年度耐震補強工事の補助

を受けた家の工事費用の状況 

工事費用（税抜き） 件数 

１００万円以下 4 

１０１万～１５０万円 8 

１５１万～２００万円 3 

２０１万～２５０万円 5 

２５１万円以上 2 

 
１階部分が耐震総合評価が１．０以

上または全体が０．７以上となるように

する簡易補強工事にも補助がありま

す。 

まず、高齢者の生活の安全を確保

するためにも、さらなる支援が必要で

はないでしょうか。 

 


